第３章　世銀のＩＴ利用による知識の普及

　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　世界銀行に２０００年３月に赴任して､世銀での経済学の役割が小さいのに驚いた。ここでは､エイズの対策､マラリアの対策､制度の整備､市民社会の形成などがセミナーでのテーマとなる事が多い。セミナーでデータを使った分析も、文化､制度などと貧困削減との相関関係を見出そうとするものが多い。たとえは、民主主義の進展と貧困削減は関係があるのか､法制度の違いと貧困削減は関係があるのかといった研究である。
　　　　海外経済協力基金（現在の国際協力銀行）に１９８９年から２年間在籍した際に､世銀のケニアに関する報告書を初めて手にした。そこには､経済効率化のための自由化政策が並べられていた。統制価格の撤廃､為替の自由化､金利の自由化である。あらゆる点で経済の自由化が計画されていた。これが､「ワシントン・コンセンサス」と呼ばれ、日本でも実施されたことのないような自由化政策であった。こんなに自由化してケニアの経済は耐えられるのだろうかというのが率直な感想であった。
世銀に来て実感したことは、このときの驚きに匹敵する。確かに､この自由化政策を止めたわけではなく､継続している。しかし､世銀の強調点は､貧困削減､制度改革と明らかに変化した。日本にいたときには全く感じられなかった。本章では､この大きな変化を説明し､今後の開発､開発研究のあり方を考えてみたい。
　　　　ウォルフェンソン世銀総裁は､クリントン政権の下で１９９５年に誕生した。民間出身の総裁は､意外にも「貧困削減」を世銀の目標の核とした。また、途上国の成長は、経済を自由化することによって民間機魚が貢献することも期待した。民間企業における情報技術産業がアメリカを中心に活発な時期と重なったこともあり､｢グローバル・ノレッジ・イニシァチブ｣という考え方のもとに情報技術（ＩＴ）の世銀事業への導入を開始した。

そこで、｢グローバル・ノレッジ・イニシァチブ｣と｢貧困削減｣について以下で説明しよう。特に、グローバル・デベロープメント・ネットワークについて詳述したい。
１．グローバル・ノレッジ・イニシァチブ
２０００年から始まったアメリカNASDAQ株式市場の株価の下落は､６０％にも達した。その下落した株式のほとんどが､ハイテク株であった。しかし、１９９０年代のアメリカを中心としたIT（情報技術）産業の発達が歴史的なものであったことは､間違いない。しかも、インターネットの普及は､２１世紀に本格化し､グローバル化に寄与することは間違いない。
世銀でもこの流れに沿ったグローバル・ノレッジ・イニシァチブと呼ばれる事業が､１つの大きな潮流となった。つまり、グローバル化の進む中でITを利用して世銀の開発に関する知識の世界的な普及を進めようとしている。世銀は､知識がグローバル化の中で重要だと考える。世界と知識を共有することが､世銀の役割になったと考え､｢知識銀行｣をめざす。ここで､IT産業の技術を利用しようとする。グローバル・ノレッジ・イニシァチブは､貧困削減と並ぶ事業だと考えられる。そして、IT産業の発達によって生じた所得の格差､つまりデジタル・デバイドを解決に導こうというのが､目的である。
以下でこの事業について説明しよう。グローバル・ノレッジ・イニシァチブには､世銀の１０ぐらいの事業があるが､ここでは特に次の３つに焦点を当てる。つまり、（１）グローバル・デベロープメント・ゲートウェー、（２）グローバル・デベロープメント・学習ネットワーク、（３）グローバル・デベロープメント・ネットワーク（GDN）である。
（1） グローバル・デベロープメント・ゲートウェー
　　　　　このゲートウェーは、開発問題に関するウェブサイトを作成すし、活用する。このウェブサイトを見れば､開発にかかわるあらゆる情報を得ることができる。この情報によって世界中で情報を共有できる。この情報を世界で共有することによって草の根からの開発問題への対処ができるようになる。この点では､世銀の開発戦略である包括的開発フレームワークで強調する「参加」という考え方が重要である。開発問題は､市民社会､NGO､民間部門などあらゆる方面からの参加を得て解決することを目指す。将来は､このゲートウェーを使って､ODAの取引の場とすることも考えられる。この考え方は､E－コマースやE-政府とも共通する点がある。つまり、開発問題に参加するさまざまな人が取引の場に情報を提供する。そこに、ODAの資金供給者が情報を提供する。その資金を必要とする途上国が情報を提供する。これがマッチしたときODAの取引が成立する。ただし､この方向は､緒についたばかりである。
　　　　　このような考え方には１部に批判がある。世銀が世界の開発の情報を独占化するのではないかという心配である。これは､２０００年の世銀・国際通貨基金の会議が開催されたプラハでも取り上げられた。ウェブサイトにどのような情報を掲載するのか､どこまで詳しく情報を公開するのかを世銀が決定すると､開発に関する情報を世銀が独占することになる。この点にも配慮して、世銀はグローバル・デベロープメント・ゲートウェーを独立法人化した。
（2） グローバル・デベロープメント・学習ネットワーク（GDLN）
　　　　包括的開発フレームワークは､途上国の「能力構築」（キャパシティ・ビルディング）を１つの柱としている。GDLNでは、この能力構築が､ITを使った学習ネットワークを利用して行われる。ビデオ､インターネット､衛星通信が利用される。その目的は､貧困削減戦略ペーパーとも関係している。IT産業は､所得の格差をもたらした。これは､たとえばアメリカのシリコンバレーでも顕著であった。ビル・ゲーツが富者の代表であり､シリコンバレーでは貧困層による犯罪が増えたと報告された。これがデジタル・デバイドとよばれる減少の１つである。この問題を解決しようとするのが､グローバル・デベロープメント・学習ネットワーク（ＧＤＬＮ）である。ITの技術をつかって貧困層の教育をする。この教育により貧困層の所得拡大の道を開く。これが所得格差の解消につながり､デジタル・デバイドの問題の解決につながる。
　　　　この一貫として、たとえばビデオを使った遠隔地教育がある。ワシントンの世銀職員が､ベトナムの政策担当者にワシントンから教育をする。これが､ベトナムの能力構築につながる。このGDLNの１つの事業には､日本から国際協力事業団が世銀とタイアップしている。それは、ジョルダンのIT施設を購入し､この施設を使った教育を考えている。学習ネットワークを形成するために､世界各地に拠点が設けられつつある。
（3） グローバル・デベロープメント・ネットワーク（GDN）
ＧＤＮの歴史
１９９９年の１２月５日にＧＤＮは、その世界大会であるボン会議で産声を上げた。これを立ち上げたのは、世界銀行のチーフエコノミストであったジョセフ・スティグリッツと局長のリン・スクァイアーである。ボン会議の挨拶でスティグリッツは、希望として次のように述べた。「今日ここに集う研究所が世界の開発ネットワークとして１つになり、それぞれの研究所が、知識の交換を通してのみならず、継続的に民主的で公平な開発を促進する役割の重要性を共通に理解することによってお互いの協力関係を見直してほしい。」ここに、世界の研究所、研究者、政策担当者の交流を目指したネットワークに向けての第一歩が踏み出された。なお、立ち上げる前には世界中の５００の研究所に周到なアンケート調査がなされ、ＧＤＮの果たすべき役割が検討された。
ＧＤＮの目的は、世界中の研究者、研究所、そして政策担当者のキャパシティ・ビルディング（能力構築）に貢献し、そこで得られた研究の成果を実際に政策に結びつけることである。このためには、情報通信技術（ＩＴ）の利用も重要な手段である。
ＧＤＮ創始者の一人であるスクァイアー氏は、世界銀行の上級副総裁室の局長であった。スクァイアー氏は、貧困の研究でも有名なエコノミストである。サイモン・クズネッツが考案したクズネッツ仮説は、経済発展の初期には貧富の差が拡大することを主張した。これに対して、スクァイアー氏は必ずしもその事実が成立しないことを見出した。特筆すべきは、１９９０年の世銀開発報告の貧困分析が彼によって編集されたことある。彼は１９９０年代に中東でＧＤＮのネットワークハブの１つとなるＥＲＦ (Economic Research Forum) を組織することにかかわった。また、ＧＤＮと日本との関係は、世界銀行主催で開催されたリサーチ・フェアに端を発する。これは、世銀の研究者と日本の研究者の交流を目指し、当時の世銀東京事務所長、海外経済経済協力基金　(現在は国際協力銀行に統合)の開発援助研究所長、スクァイアー氏の三者によって始められたものである。

その後、スクァイアー氏は他に世界の６つの地域にも、ERFと同様のネットワークハブを作り、研究者の交流を開始した。そして、これがＧＤＮの元になった。なお、ほかの６つの地域ハブとは、
ナイロビのAfrican Economic Research Consortium

ブエノスアイレスのLatin American and Caribbean Economic Association, 

プラハのCenter for Graduate Research and Education, 

モスクワのEconomic Education Research Consortium, 

ニューデリーのSouth Asian Network of Economic Institutes, 

シンガポールのEast Asian Development Network

である。シンガポールのＥＡＤＮは、東南アジア研究センター（ＩＳＥＡＳ）に置かれている。さらに、先進国にもヨーロッパ、アジア太平洋、北米の３つのハブがある。ヨーロッパではボンに、アジア太平洋では日本の国際協力銀行に、北米ではワシントンＤＣにハブが置かれた。なお、ＧＤＮの本部は現在ワシントンＤＣにあるが、数年後に途上国に移転する予定である。

ここで世銀の中でのＧＤＮの役割を明らかにしておこう。世銀では、ウォルフェンソン総裁が１９９5年に着任して以来、ＩＴ事業が１つの柱となった。知識（ノレッジ）の重要性が認識された。また、世界経済のグローバル化が急速に進行したことで、グローバルな視点でのノレッジ・マネジメントを行う事業がいくつか始まった。ＧＤＮを含むこのような事業は、事業がある程度軌道に乗った段階で世界銀行から独立することを前提として始められた。こうしてゲートウェーもＧＤＮも２００１年には世界銀行から独立した。ＧＤＮは、２００１年３月に法律的に独立し、７月に世銀のビルからポトマック川に面するウォターゲートビルに移転した。
ＧＤＮの事業
ＧＤＮの主な事業は、１．ＧＤＮ開発世界会議、２．ＧＤＮ開発賞、３．地域ごとの研究コンペティション、４．グローバル研究事業、5．ＧＤＮネットである。以下でこれについて説明しよう（表１参照）。
１．ＧＤＮ開発世界会議
前に述べたように第一回のＧＤＮ開発世界会議は、ドイツのボンで開催された。ここでは、２００１年のノーベル経済学賞受賞のスティグリッツが発起人の一人として挨拶をした。また、ドイツの大統領も会場で演説をした。コヒ・アナン国連事務局長、そして世銀ウォルフェンソン総裁は、出席こそかなわなかったものの、大画面ビデオで会場に向かって挨拶をし、質疑応答を行った。ボン会議の閉幕時に日本政府が、同政府の肝いりで次年度からＧＤＮに開発賞を創設することを発表した。これは当時の宮沢大蔵大臣の提唱によるもので、会場にはどよめきが起こった。第２回の会議は、東京で行われ、宮沢大臣が開発賞の受賞者に自ら表彰状を手渡した。この会議には、世銀ウォルフェンソン総裁が出席して冒頭で挨拶を行い、世銀と日本との援助協力における国際協力銀行の重要性を強調した。また、ノーベル経済学賞受賞者のＡ．センとＤ．ノースによる「文化と開発」、「制度と開発」という二講演は「経済学を超えて」という会議のメイン・テーマに相応しく、参加者に知的な刺激を与えた。第３回の会議は、２００１年１２月にブラジルのリオデェジャネイロで行われた。この会議の初日にブラジル大統領が出席し、知識の重要性、ネットワーク活動の重要性を強調するとともにブラジル経済における教育の役割を説明した。第４回の会議は、２００３年の１月にエジプトのカイロで実施されることが決まった。これまでは、それぞれの年の１２月に行われてきたが、カイロではラマダンの影響を考慮して１月となった。この会議にもムバラク大統領の出席が検討された。
２．ＧＤＮ開発賞
ＧＤＮ開発賞は、大賞とメダルからなる。この賞の目的は、開発途上国の研究者と実務者のキャパシティ・ビルディングである。途上国から応募者を募り、質の高い研究と革新的な開発プロジェクトに対して厳正な審査の基に受賞者が決定される。東京で行われた第２回ＧＤＮ開発世界会議においてＧＤＮ開発賞の授与が初めて行われたが、その際の選考委員は、研究部門がＪ．スティグリッツ、Ａ．セン、伊藤隆敏など５人であり、開発プロジェクト部門は、世銀総裁、アジア開銀総裁、国際協力銀行総裁など５人であった。研究部門はペルーの研究者に、開発プロジェクト部門はインドにおいて住民参加型の公共病院の運営システムを創造したグラスルーツのプロジェクトに与えられた。研究メダルは、５つのテーマのそれぞれに一万ドルと5千ドルの賞金が与えられた。２回目となったリオ会議において大賞は、研究部門がケニヤのインフラストラクチャーと都市の貧困に関する分析に対して、また開発プロジェクトは農村保健と環境プログラムに与えられた。この年の研究メダルのテーマは、農村開発と貧困削減、インフラストラクチャーと開発、エイズと保健、都市サービス、ガバナンスと開発の５つであった。第３回目のカイロのテーマは、「グローバル化と公平」が会議全体のテーマであり、これをもとに次の５つがメダル・テーマである。
(1） 成長、不平等、貧困
(2） 貿易と直接投資
(3） 教育、知識、技術
(4） 金融市場
(5） 保健、環境、開発。
３．地域ごとの研究コンペティション
この事業実施方法は地域ハブに一任されている。例えば、中東のＥＲＦハブではコンペティションが行われる。これによって、中東の開発研究者のキャパシティ・ビルディングがどのようになされるのかを具体的に説明して見よう。まず、毎年５ないし６の研究のテーマが決められる。それに対して中東の研究者から論文の応募がある。それぞれのテーマに対して査読者が４ないし５人おり、担当したテーマに対して応募のあった論文をすべて読み、その論文に対してコメントする。次の段階では中東の地域内、また先進国を含む地域外からの研究者からなる選考委員会が、論文を再度審査する。選考委員会は、一堂に会して応募論文の検討を行い、研究費を提供するに値する論文を決定する。この過程でも選考委員会は、審査するだけではなく、それぞれの論文にどのような改善が加えられるべきかを検討し、改善の方向を応募者に伝える。こうすることで地域の研究者のキャパシティ・ビルディングを行うのである。なお、各地域のこの予算は平均で４千万円程度である。
４．グローバル研究プロジェクト（ＧＲＰ）
このプロジェクトは１つの大テーマのもとにＧＤＮの地域ハブと連携して実施される。第一回のＧＲＰのテーマは、「経済成長の説明要因」であった。これは更に4つの小テーマ（マクロ経済要因、労働市場と資本市場、成長のミクロ経済要因、成長の政治経済要因）に分けられた。この４つのテーマに対して各地域から代表として研究者が選ばれ、その研究者がまずテーマ別の論文を書く。最初の段階では各国研究者が大テーマに沿った国別論文を書く。これらの論文を選ばれた査読者が読み、改善すべき点を指摘する。これもキャパシティ・ビルディングの一環として行われる。最終的にはすべての研究者、検討者が集まって討論して地域毎に研究成果を出版する。ケンブリッジ大学出版は、この成果の１つであるアフリカの論文集を出版することに同意した。
5．ＧＤネット（www.gdnet.org）

GDネットは、ＧＤＮのノレッジ交換の手段として重要な役割を占める。ＧＤネットはまず試験的に、イギリスのサセックス大学の開発研究所(Institute of Development Studies: IDS) とＧＤＮの協力で始まった。２０００年の東京会議でGDネットの原型となるウェブサイトが立ち上げられた。現在このＧＤネット・ニュースの購読者は７０００人を超える。課題としてあげられるのは、（１）世界の各地域ごとのネットワークを強化する、（２）研究資金についての情報を充実させる、（３）データベースを安い費用で利用できるように便宜を図る努力をすることである。これによってＧＤネットを利用するメリットを高める必要がある。
６．新しいＧＲＰのテーマ

グローバル研究プロジェクト（ＧＲＰ）の次のテーマとして「経済改革の理解」が選ばれた。具体的には、改革過程の２つの点を検討する。１つはどういう状況で国々が改革に追い込まれたのかという点であり、もう１つがその結果どのような成果が得られたかという点である。この経済改革の研究は、経済学的観点からだけではなく学際的に分析され、経済安定化と自由化のみならず、保健や教育、政治などのセクター改革までをカバーする。
もう１つの新規事業ＧＲＰは、ＧＤＮがかねてより目的としていた「研究の成果を政策にどのように反映させるか」という点について具体的に検討することである。このような大きな課題にどのように挑戦するのか、成果が期待される。
２０００年ー２００１年のＧＤＮの主な活動



活動
参加者/プロジェクト数
国数

１．ＧＤＮ開発世界会議
１３００人
１００

２．ＧＤＮ開発賞
３５１
７３

３．地域ごとの研究コンペティション
１８７
７０

４．グローバル研究事業
８０
８０

5．ＧＤＮネット
７２００人
１３８
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